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人事行政の運営等の状況について

白浜町では、平成１６年８月１日に地方公務員法の改正法が施行されたこと伴い、平成１８年３

月に『白浜町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例』を制定し、施行しました。これは、人

事行政の運営等の状況を町民の皆さまにお知らせすることによって、人事行政の公平性と透明性を

高めることを目的としたものです。

（各年４月１日現在、単位：人）

令和３年 令和４年

議 会 3 3 0

総 務 49 46 △ 3

税 務 14 13 △ 1

労 働 2 2 0

農林 水産 20 19 △ 1

商 工 10 9 △ 1

土 木 15 15 0

民 生 52 53 1

衛 生 24 28 4

小計 189 188 △ 1

教 育 26 25 △ 1

消 防 77 76 △ 1

小計 103 101 △ 2

水 道 12 12 0

下 水 道 4 4 0

そ の 他 15 16 1

小計 31 32 1

323 321 △ 2合計

部
　
　
門

特
別
行
政

主な増減理由

一
　
般
　
行
　
政
　
部
　
門

・配置換による減員

・機構再編による増員及び減員

・人員体制の見直しによる増減

会
計
部
門

公
営
企
業
等

※令和３年及び令和４年の職員数には再任用職員及び任期付職員が含まれています。

　　　　　区分
部門

職　員　数 対前年
増減数

・人員体制見直しによる増員

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由



（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

課長 9

所長 2

教育次長 1

議会事務局長 1

消防長 1

計　 14

副課長 14

会計管理者 1

副所長 2

室長 4

園長 4

センター長 1

教育次長補佐 1

館長 3

消防次長 1

消防署長 2

消防課長 3

計　 36

係長 47

主任保育士 4

計　 51

主任 88

教諭 1

指導保育士 10

学芸員 1

精神保健福祉士 1

社会福祉士 1

計　 102

主査 55

保育士 9

衛生員 1

社会福祉士 1

教諭 2

計　 68

主事 34

保育士 2

教諭 1

計　 37

※フルタイムの会計年度任用職員は除いています。
※構成比は小数点以下第３位を四捨五入しているため、合計しても100%とはならない場合があります。

１級
１　主事の職務
２　定型的な業務を行う職員の職務

37 12.01%

職制上の段階

14 4.55%
課
長
級

36 11.69%

副
課
長
級

51 16.56%

係
長
級

207 67.20%

係
員
級

内訳

36

51 16.56%

102

4.55%

11.69%

33.12%

　等級別基準職務表に規定する
　基準となる職務

６級 課長の職務

５級

４級 係長の職務

副課長の職務

（令和４年４月１日現在）

合計

14

３級
１　主任の職務
２　困難な業務を行う職員の職務

２級
１　主査の職務
２　高度の知識又は経験を必要と
　　する業務を行う職員の職務

68 22.08%

等級

（２） 等級及び職制上の段階ごとの職員数



（３） 年齢別職員構成の状況

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳

～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

職員数 10 16 19 26 32 37 33

44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～

47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 44 60 18 12 1

（令和4年4月1日現在　単位：人）

区分

区分 計

308

試験区分 受験者数 最終合格者数 採用者数

一般事務職 17 6 6

消防職 7 2 2

水道職 4 1 1

建築技術職 1 0 0

一般事務職
(身体障がい者対象試験)

1 1 1

合　計 30 10 10

（令和3年度　単位：人）

（４） 職員採用試験実施状況

男性 女性 合計

一般事務職 2 4 6

消防職 2 0 2

水道職 1 0 1

一般事務職
(身体障がい者対象試験)

1 0 1

合　計 6 4 10

（令和4年4月1日現在　単位：人）

試験区分
採用者数

（５） 職員採用状況

区分 人数

定年退職 2

勧奨退職 6

普通退職（自己都合等） 3

合　計 11

（令和４年度　単位：人 )
（６） 職員の退職等の状況



計画期間 数値目標等

令和３年４月１日～令和８年３月３１日 職員数を３２０人とする

平成18年度 令和3年度 平成4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
（第一次計画初年度） （第四次計画1年目） （第四次計画2年目） （第四次計画3年目） （第四次計画4年目） （第四次計画5年目） （第四次計画最終年）

400 311 321 321 321 321 320

－ 10 0 0 0 △ 1

△89 △ 79 △ 79 △ 79 △ 79 △ 80

102.8 99.6 99.6 99.6 99.6 100.0

職員数 309 308

削減数(前年比) － △ 1

削減累計(第一次計画～) △91 △ 92

進捗率（％） 103.5 103.8

〔注〕令和３年度から令和８年度までの職員数には、再任用フルタイム勤務職員及び任期付フルタイ
　　ム勤務職員を含みますが、会計年度任用職員、再任用短時間勤務職員は含みません。

実
績

進捗率（％）

（各年４月１日現在、単位：人）

年　度 

削減累計(第一次計画～)

削減目標値(前年比)

職　員　数

職員数 １人あたり

(A) 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　(B) 給与費(B/A)

人 千円 千円 千円 千円 千円

282 993,266 204,900 390,614 1,588,780 5,634

〔注１〕職員手当には退職手当は含まれていません。

〔注２〕職員数は、令和３年４月１日現在の普通会計に属する人数です。

３年度

区分
給 与 費

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 41 306,400円 347,600円

教　育　職 37.8 304,100円 337,700円

（令和4年4月1日現在）

〔注１〕「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。
〔注２〕「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手
        当、住宅手当、超過勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。

２ 職員の給与の状況

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率

令和3年度末 （Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

人 千円 千円 千円 ％ ％

20,591 13,794,755 471,199 2,544,249 18.4 16.2

〔注〕人件費には職員の給与、退職手当、共済費のほか、特別職の給料及び報酬等を含んでい
      ます。

3年度

区分
（参考）

令和2年度の
人件費率

（７） 定員適正化の数値目標

① 定員適正化目標

② 定員適正化計画の年度別数値目標の推移

（１） 人件費の状況(普通会計決算)

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算）

（３） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況



（４） 職員の初任給の状況

（５） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（６） 職員の手当の状況

① 期末・勤勉手当

② 退職手当

決定初任給 ２年後の給料
大学卒 182,200 202,400
高校卒 150,600 158,900

区分

一　般
行政職

　（令和4年4月1日現在　単位：円)

経験年数 11年 経験年数 21年 経験年数 25年 経験年数 30年
一般行政職 大学卒 275,300 341,050 368,625 383,800

経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 25年 経験年数 30年
一般行政職 高校卒 235,400 312,700 346,800 366,900

区分

区分

（令和4年4月1日現在　単位：円)

〔注〕経験年数とは、卒業後直ちに採用されている場合の採用後の年数をいいます。
　　　経験年数10年の大学卒、経験年数20年の大学卒に該当する職員がないため、近似の階層を選
    んで記載しています。

支給月 期末手当 勤勉手当
 6月期 1.275月分［1.075月分］ 0.950月分［1.150月分］
12月期 1.125月分［0.925月分］ 0.950月分［1.150月分］

計 2.400月分［2.000月分］ 1.900月分［2.300月分］

支給月 期末手当 勤勉手当
 6月期 1.275月分［1.075月分］ 0.950月分［1.150月分］
12月期 1.275月分［1.075月分］ 0.950月分［1.150月分］

計 2.550月分［2.150月分］ 1.900月分［2.300月分］

〔注〕〔　　〕の数値は、管理職の支給割合です。

（令和3年度支給割合)

職階上の段階、職務の級等による加算措置　有

白浜町

（参考）国

国
区分 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分
加算措置 ※

※異なる（定年前早期退職特例措置（2～45％））

（令和4年4月1日現在)
白浜町

支
給
率

定年前早期退職特例措置(2～20%)

同
じ



④ その他の手当

⑤ 特別職の報酬等の状況

③ 特殊勤務手当

区分 内容

扶養手当
（国と同

じ）

・配偶者　 6,500円
・子　　　10,000円
・父母等　 6,500円
・満16歳の年度初めから22歳の年度末までの子１人に
　つき　5,000円加算

住宅手当

・賃貸住宅に居住の場合（家賃が月額12,000円を超え
　る場合に限る）月額27,000円を限度として家賃の額
　に応じて支給
・自宅の場合は月額1,000円（新築等の場合は５年間に
　限り　2,500円）

通勤手当

通勤距離が片道２㎞以上の者で
・交通機関を利用する場合は、通勤に要する相当額
　（最高限度額55,000円）
・交通用具（自動車等）を利用する場合は、通勤距離
　に応じて2,000円から21,600円までを支給
　（国は31,600円まで支給）

（令和4年4月1日現在)

給料月額等

町　長 648,000　円

副町長 550,000　円

教育長 525,000　円

議　長 300,000　円

副議長 250,000　円

議　員 230,000　円

町　長 　６月期　1.200月分

副町長 １２月期　1.350月分

教育長 　 計 　　2.550月分

議　長 　６月期　1.200月分

副議長 １２月期　1.350月分

議　員 　 計 　　2.550月分

期
末
手
当

（令和4年4月1日現在)

区分

給
料

報
酬

11種

　支給額の多い手当  消防勤務手当、 塵芥集荷作業手当

　多くの職員に支給
　されている手当

 消防勤務手当、塵芥集荷作業手当

手当の種類（手当数）

代表的な
手当の名称

（令和4年度)



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 勤務時間

（２） 年次休暇の取得状況

（３） 主な特別休暇等の種類等

１日の正規の

勤務時間

７時間４５分 ８時30分 17時15分 １時間

〔注〕一般職の標準的な状況です。

（令和４年４月１日現在）

休憩時間終了時間開始時間

総取得日数 全対象職員数 平均取得日数

（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

2,775 293 9.5

一年につき20日間付与
※付与された翌年に限り繰越し可能（最大40日）

※職員数からは育児休業、休職、途中退職等により年間を通じて勤務していない
　職員を除いています。

（令和3年1月1日～令和3年12月31日）

（３） 主な特別休暇等の種類等

種　類 付与期間

選挙権等公民権行使 必要と認められる期間

裁判員・証人等出頭 必要と認められる期間

結婚休暇 ５日

ボランティア活動休暇 ５日

産前休暇
出産予定日前６週間以内から出産日まで
（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）

出生サポート休暇 ５日
（体外受精等の通院等にあっては１０日）

産後休暇 出産日の翌日から８週間

保育時間休暇 １日２回、各３０分以内

家族出産休暇 ２日

服喪休暇 １日から７日

家族追悼休暇 １日

夏季休暇 ５日

災害等による住居復旧 ７日

災害等による通勤困難 必要と認められる期間

ドナー休暇 必要と認められる期間

子の看護休暇
５日

（子が二人以上の場合にあっては１０日）

育児参加休暇 ５日

短期家族介護休暇
５日

（要介護者が二人以上の場合にあっては１０日）

（令和４年４月１日現在）

〔注〕特別休暇とは、職員が特別の事由により勤務しないことが相当である
      場合として認められる休暇をいいます。



５ 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１） 分限処分者数

分限処分とは、公務能率の維持し、適正な運営を確保することを目的とし、本人の意に反
してその身分に不利益な変動をもたらす処分です。分限処分には、降任、免職、休職、降給
の４種類があります。

職員の営利企業等従事許可状況

地方公務員法第３８条（営利企業等の従事制限）において、任命権者の許可を受けなけ

れば、営利企業等への従事はしてはならないと定められています。

（２） 懲戒処分者数

懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない行為があった場合に、公務員全体の秩序を維
持するために、職員の義務違反に対する道義的責任を追及して行う処分です。懲戒処分には、
戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

６ 職員の服務の状況

降任 免職 休職 降給 計

0 0 9 0 9

（令和3年度　単位：人 )

戒告 減給 停職 免職 計

0 1 0 0 1

（令和3年度　単位：人 )

区分 人数 主な許可内容

許可人数 17 統計調査等

（令和3年度)

４ 職員の休業に関する状況

育児休業の取得状況

男 女 計

0 10 10

（令和3年1月1日～令和3年12月31日）

７ 職員の退職管理の状況

白浜町を退職した職員の再就職に関する透明性、信頼性を確保するため、課長級以上の
職で退職し、再就職している者の状況について公表するものです。

本町外郭団体
公共的団体

(本町外郭団体を除く)
本町再任用職員 本町会計年度任用職員 民間企業等

0 0 1 0 0

（令和3年度退職者、人)



８ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１） 研修等の実施状況

職員の資質向上と政策形成能力の育成を図るため、白浜町人材育成基本方針及
び令和３年度職員研修大綱に基づき、研修会等を開催するとともに、和歌山県市
町村職員研修協議会等が実施する各種研修会に参加しました。

研　修　名 開催日数 受講者数

パソコン研修（Word） 2 1

一般職員一次研修　　　　　　　　　　 3 3

接遇マナー研修 1 2

パソコン研修（Excel基礎） 2 6

一般職員二次研修 2 1

第１回パソコン研修（Excel応用） 2 2

被評価者研修 1 1

メンタルヘルス研修 1 1

法制執務研修 2 2

情報公開・個人情報保護研修 2 5

和歌山大学連携まちづくり研修 1 1

地方自治法研修 1 2

クレーム対応研修 1 4

公用文の書き方研修 1 8

パソコン研修（PowerPoint） 2 4

タイムマネジメント研修 1 4

ハラスメント研修 1 4

第５回パソコン研修（Excel基礎） 2 1

第２回パソコン研修（Excel応用） 2 1

監督者一次研修　　　　　　　　　　 2 5

監督者二次研修　　　　　　　　　　 2 3

新規採用職員研修 3 7

ＣＡＤ研修操作編 2 2

一般職員基礎研修　　　　　　　　　　 3 1

（令和3年度　単位：日、人 )

研　修　名 開催日数 受講者数

（令和3年度　単位：日、人 )

研　修　名 開催日数 受講者数

新規採用職員研修（総務課研修） 1 9

新規採用職員研修（各課研修） 2 5

日直業務研修 1 22

和歌山県住家被害認定士養成研修 2 3

衛生施設研修 3 5

刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会 1 8

普通救命講習Ⅰ 3 15

和歌山県住家被害認定士スキルアップ研修 1 6

伐木等の業務に係る特別教育 3 7

（令和3年度　単位：日、人 )① 町主催研修

② 和歌山県市町村職員研修協議会主催研修

③ その他の団体等の研修



９ 職員の福祉及び利益の保護状況

１０ 公平委員会の報告事項

（１） 健康診断等の状況

（３） 公務災害、通勤災害の発生状況

（２） 職員の勤務成績の評定の状況

職員が自らの職務を管理し、職務執行上の責任感とやる気やその持てる能力を
最大限発揮できることを目的とした制度です。

（２） 職員互助会の事業内容

申請 認定 不認定 継続審議 申請 認定 不認定 継続審議

4 4 0 0 0 0 0 0

公務災害 通勤災害

（令和3年度　単位：人 )

区分 受診者数

 定期健康診断 205

 人間ドック 109

 生活習慣病予防健診 114

（令和3年度　単位：人 )

評定名 対象者

 勤務報告書（新規採用職員）  条件付採用期間中職員

 勤務評定票（昇給）  昇給職員

平成28年４月１日より職員人事評価制度を導入し実施しています。

（令和3年度 )

区分 認定件数

　勤務条件に関する措置請求 0

　不利益処分に関する不服申立 0

合　計 0

（令和3年度　単位：件 )

互助会名 会員数 掛金 補助金 事業内容

人 千円 千円

323 766 0

（令和3年度)

白浜町職員互助会
・給付事業
・健康増進事業


